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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、経営の公正性と透明性を高め、経営環境の変化に的確かつ迅速に対応できる経営管理体制の維持向上が最も重要な課題と認識してお
ります。また、当社及びグループ企業は、広く社会から信頼され、期待され、支持される事業体を目指し、CSR（企業の社会的責任）活動推進に関
する各種委員会を設置するとともに『山善グループ企業行動憲章』を定め、危機管理・法令順守にとどまらず、社会的信頼に応える企業統治体制
を構築しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

コーポレートガバナンス・コードの各原則にかかる記載は、2021年６月の改訂後のコードに基づいたものです。

（補充原則２－４－１）　中核人材の登用等における多様性の確保

◇多様性確保についての考え方

当社は、迅速かつ的確に社会及び経済環境の変化に対応し、自らの事業活動を通じて地球環境の保全及び継続的改善ならびに広く社会の持続
的な発展に寄与する為、多様な中核人材を登用していくことで継続的に新たな付加価値を創出することを重視しております。

◇多様性確保の自主的かつ測定可能な目標及び状況

女性管理職、中途採用管理職等については、現状多いとは言えず、今後の重要な課題であると認識しております。現時点において具体的な数値
目標は提示できませんが、適材適所な人員配置を原則とした人材登用により、女性管理職、中途採用管理職等の着実な増加に努め、中核人材
の多様性の一層の確保を図っていきます。

◇多様性確保に向けた人材育成方針、社内環境整備方針、その状況

当社では、部門間を越えた人事ローテーションや階層ごとの能力開発、教育研修を充実させることによって、社員の経験・視野を広めることに努　
めております。また、外部環境変化への対応や事業戦略を遂行するうえで必要となる人材を積極的に中途採用する方針です。

（補充原則５－２－１）　事業ポートフォリオに関する基本的方針や見直しの状況

当社は、絶え間のない変化対応のため、各事業に経営資源を適正配分し、既存事業、新規事業を問わず、事業を超えたシナジー発揮を図り、資
本コストを踏まえた十分な収益獲得により、持続的成長と中長期的な企業価値向上を実現します。事業ポートフォリオについては、資本収益性、
成長性、リスク、事業間シナジー等の観点から資源配分の適正性を点検しますが、事業ポートフォリオに関する基本的な方針や事業ポートフォリ
オの見直し状況は次期中期経営計画の公表に合わせて開示する予定です。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

（原則１－４）　政策保有株式

◇政策保有株式に関する方針

保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有は、業務提携、取引の維持・発展等の保有目的の妥当性などの条件を満たす範囲で
行うことを基本方針としております。

◇政策保有株式の検証について

当該株式の保有や処分の要否は、毎年、取締役会において個別銘柄ごとに、その保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに見
合っているか等の観点から精査しております。この精査の結果、すべての保有株式について保有の妥当性があることを確認しております。今後の
状況変化に応じて、取引先との取引関係に与える影響を慎重に見極めながら縮減するなど見直しを行っていきます。なお、2021年４月から12月に
おいて３銘柄の株式の一部と２銘柄の全株式を売却いたしました。

◇政策保有株式に係る議決権行使について

政策保有株式に係る議決権行使は、その議案が当社の保有方針に適合するかどうかに加え、発行会社の効率かつ健全な経営に役立つかどうか
等を個々の株式に応じて定性的かつ総合的に勘案して行っております。

（原則１－７）　関連当事者間の取引

当社が役員との間で法令に定める競業取引及び利益相反取引を行うにあたっては、取締役会が定める取締役会規則により、必ず取締役会に上
程し、決議を受けなければなりません。また当該取引を実施した場合は、法令の定めるところによりその重要な事実を適切に開示いたします。

(原則２－６）　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

（１）当社は山善企業年金基金に加入しております。

（２）山善企業年金基金は、資産運用委員会、代議員会及び理事会を設置しております。資産運用委員会は、投資先商品の選定及び運用状況確
認を行い、代議員会は、資産運用委員会が選定した投資先商品の妥当性・合理性を審議し、投資先商品を決定しております。

（３）代議員会及び資産運用委員会の構成員には、当社の財務部門・人事部門の責任者又はその経験者等積立金の運用に関する専門的知識を
有するものが含まれております。



（４）山善企業年金基金は、長期的・安定的な収益確保の観点から投資商品を選定するとともに、投資後も、毎月投資先商品の運用状況を確認
し、四半期毎に投資先商品の運用機関より投資商品の管理及び運用に関して報告を受けております。

（原則３－１）　情報開示の充実

（１）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　　　ホームページ「会社情報」及び「投資家の方へ」に開示しております。

（２）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　　　　コーポレートガバナンス報告書「Ⅰ-１ 基本的な考え方」に記載しております。

（３）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　　　　コーポレートガバナンス報告書「Ⅱ-１ 機関構成・組織運営等に係る事項」に記載しております。

（４）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の選解任を行うに当たっての方針と手続

　　　　コーポレートガバナンス報告書「Ⅱ-２ 業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項」に記載しております。

（５）取締役会が上記（４）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役候補の選解任を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　　　　株主総会招集通知（ホームページ 「投資家の方へ」）に記載しております。

（補充原則３－１－３）　サステナビリティについての取組み等

◇サステナビリティについての取組み

当社が目指すサステナビリティは、社会の一員として、また世界の様々な地域において事業活動を行っている企業として、広く社会から信頼され、
期待され、支持される事業体を目指し、環境や社会において及ぼす影響を認識した上で、経営理念に基づいた事業活動を行っていくことです。

当社の経営理念は、将来にわたって健全な成長と発展を目指すための経営の基本として、「人づくりの経営」「切拓く経営」「信頼の経営」を掲げて
います。

・「人づくりの経営（人を活かし　自業員を育成する）」

　“経営は人なり”　当社にとって一番大切な経営資源は“人”です。社会に誇れる人材を育成します。

・「切拓く経営（革新と創造に挑戦する）」

　時代は絶えず変化し、同じところに止まっていれば、取り残されます。変化に対応し、新しいことに挑戦します。

・「信頼の経営（期待に応え　社会に貢献する）」

　“相互信頼”を企業活動の基本とし、産業の発展と豊かな社会づくりに貢献します。

この経営理念に基づいた事業活動を通じて社会的課題を解決し、持続可能な社会の実現に貢献すると共に当社の持続的成長を図ってまいりま
す。

当社では、地球環境問題を経営上の最重要課題の一つと位置づけており、環境委員会を設置し、あらゆる活動を通じて環境に配慮し、地球環境
の保全と継続的改善に努めております。具体的には、環境への配慮（資源及びエネルギーの削減、地球温暖化防止、環境汚染の予防）に努め、
循環型社会の実現（廃棄物の削減、リサイクルによる資源の有効活用）に寄与してまいります。一方、当社の事業においては、永く環境負荷を低
減する「環境優良商品」の普及に努めるとともに生産と生活の場の環境改善に取り組んでいます。さらに、従前の活動に加えて、グリーン社会実
現に向けて取り組む専門部署を設置し、更なる貢献を目指してまいります。また、労働人口減少に伴う人手不足や労働環境改善に寄与する商品
の提供にも積極的に取り組んでいます。なお、取締役会は、サステナビリティを巡る課題の対応について、リスクの減少のみならず収益機会にも
つながる重要な経営課題と認識し、積極的に関与します。

◇人的資本への投資

当社では、経営理念の一つである「人づくりの経営」に基づいて、「従業員」ではなく「自業員」として挑戦し考動する人材の育成に努めております。
当社が、事業活動を通じて地球環境の持続可能性を維持し、広く社会の成長と発展に寄与する為には、人的資本価値の向上が不可欠です。この
為、新たに制定した人財マネジメントポリシー『挑戦・考動主義』の下、各種人事施策の改定や階層別のリーダーシップ研修等の継続的な開発・育
成投資を行っております。

◇知的財産への投資

当社の事業戦略の遂行にあたり、知的財産への投資を行っております。当社の開発商品について、その必要性と効果を考慮し知的財産権の確保
に努めております。

（補充原則４－１－１）　取締役会の経営陣に対する委任の範囲の開示

取締役会に付議すべき事項は、取締役会が定める取締役会規則に規定しており、それらは法定事項、定款所定事項等、経営の基本方針に関す
る事項や中長期の経営計画等経営上の重要な事項からなっております。経営陣は取締役会で決定された経営の基本方針及び経営計画に即した
事業遂行を行っております。

（原則４－９）　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

当社は、社外取締役の選任にあたっては、東京証券取引所の規則等の独立性に関する諸規定を参考に独立性が確保できる候補者の中から、経
験、専門性、人格、見識等を総合的に検討し、当社の経営に対する監督及び監視機能の充実につながる適切な発言や行動ができる方を選任して
おります。

（補充原則４－10－１）　指名・報酬に係る取締役会の独立性・客観性（指名・報酬の諮問委員会等）

当社は、取締役会の任意の諮問機関として、指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は取締役会が選定する取締役３名以上で
構成し、委員会の独立性を担保するため、その過半数は独立社外取締役としており、委員長は独立社外取締役の中から選定しております。これ
により、指名・報酬に関する重要な事項の検討に当たり、ジェンダー等の多様性やスキルの観点を含めて、取締役会は適切な関与・助言を得るこ
とになります。

指名・報酬委員会では、取締役の選解任議案や、社長・CEOの選解任、後継者の育成計画、取締役や経営陣幹部の個人別の報酬額や報酬制度
の整備状況等を審議し、取締役会に答申を行うことになっております。

（補充原則４－11－１）　取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方

取締役会は、当社の経営理念である「人づくりの経営」「切拓く経営」「信頼の経営」に基づき重要な意思決定及び業務執行の監督を実効的に果た
す為に、変化対応力を有し、且つ当社の経営戦略に照らして必要と考えられる多様な知識、経験、能力などを有する取締役で構成しております。
取締役候補者の選定については、取締役会の諮問機関である指名・報酬委員会で審議し、表明された意見を尊重して取締役会で決定します。

なお、独立社外取締役には、他社での経営経験を有する者を含んでおります。

※各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したスキル・マトリックスは本報告書末尾に記載のとおりでございます。



（補充原則４－11－２）　取締役の他の上場会社役員の兼務状況の開示

コーポレートガバナンス報告書「Ⅱ-１ 機関構成・組織運営等に係る事項」に記載しております。

（補充原則４－11－３）　取締役会全体の実効性に対する分析、評価結果の開示

① 取締役会の実効性に関するアンケートの概要（集計、分析、評価の方法）

当社取締役会は、取締役会の実効性を分析・評価するために、外部機関の知見を得ながら、自己評価として取締役会の全メンバー（監査等委員
を含む）に対するアンケートを自社で実施し、分析・評価を行いました。

【実施時期】2021年3月

【回答者】取締役全員（監査等委員を含む）計11名（うち社外取締役4名）

【内　　容】

（方　　　式）アンケート方式

（設問項目）取締役会の役割・機能、取締役会の規模・構成

　　　　　 　取締役会の運営、監査機関との連携

　　　　　　　経営陣とのコミュニケーション

　　　　　　　株主・投資家との関係

（回答・集計）自社にてアンケート結果の回収・集計を実施

（分析・評価）アンケート結果をもとに、取締役会にて取締役会の実効性についての分析と評価を行うとともに今後の課題について議論

② 分析評価結果の概要

当社取締役会は、アンケートの分析結果及びそれに関する取締役会での審議に基づき、その役割期待を適切に果たし、取締役会の実効性が確
保できているものと分析・評価致しました。一方、2019年度から取締役会の位置づけとしてモニタリングボードへの移行に舵を切ったことを踏まえ
て、コーポレートガバナンス体制の更なる高度化が求められる結果となりました。

③ 今後の対応について

今回の分析評価結果につきましては、2021年度取締役会の運営課題として対応していくとともに中長期的な課題について引き続き取締役会の中
で議論していくことと致しました。また、当社取締役会は、取締役会の更なる機能向上を図るべく今後も継続的に取締役会の自己評価を行っていく
予定です。

（補充原則４－14－２）　取締役に対するトレーニングの開示

当社は、社外取締役を新たに迎える際に、当社が属する業界、当社の歴史・事業概要・戦略等について研修を行っております。また、新任取締役
候補者に対しては、法令上の権限及び義務等に関する研修を行っており、必要に応じて外部機関の研修も活用しております。

（原則５－１）　株主との建設的な対話に関する方針

当社は、十分な説明責任を果たし、経営の透明性を高めることは企業経営の責務であると認識しており、適時及び適切、公平な情報開示に努め、
株主・投資家の皆様との信頼関係を構築してまいります。また、株主総会を株主に対する説明責任を果たす場と位置付け、株主総会招集通知等
での積極的な情報開示を行うとともに、当日は、株主様からの質問に対する丁寧な説明に努めております。また、社長による投資家説明会を原則
年二回実施し、その様子をウェブサイトで動画配信しております。その他、国内外の機関投資家への訪問や個別取材対応を行っております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 10,006,500 11.24

山善取引先持株会 8,924,682 10.02

東京山善取引先持株会 6,101,000 6.85

山善社員投資会 3,131,734 3.51

株式会社みずほ銀行 2,290,400 2.57

名古屋山善取引先持株会 2,283,111 2.56

株式会社りそな銀行 2,146,900 2.41

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,134,200 2.39

広島山善取引先持株会 1,533,851 1.72

九州山善取引先持株会 1,373,276 1.54

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

・上記「大株主の状況」は2021年９月30日現在の株主名簿に基づく情報であります。

・発行済株式数（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合の算定上、株式給付信託（BBT）が保有する株式180,000株は、発行済株式
数から控除する自己株式に含めておりません。



３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 10 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

井関　博文 他の会社の出身者 △

鈴木　敦子 他の会社の出身者 △

津田　佳典 公認会計士

中務　尚子 弁護士 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

井関　博文 　 ○

井関博文氏は、2015年３月までＯＫＫ株式
会社の代表取締役社長を、2016年６月ま
で同社取締役会長を歴任されました。当
社と同社との間には、工作機械の仕入取
引があり、その取引額は直近事業年度に
おける当社連結売上高の1％未満であり
ます。

そのため、一般株主と利益相反の生じる
おそれはないと判断しております。

井関博文氏は、これまで他社の代表取締役社
長を歴任されるなど、企業経営者としての高い
見識や豊富な経験を有しております。当社の経
営全般に対し的確な助言をしていただくことに
より、取締役会の意思決定機能や監督機能の
実効性強化、また、当社グループのコーポレー
ト・ガバナンスの一層の強化が期待できると判
断しております。



鈴木　敦子 　 ○

鈴木敦子氏は、2014年12月までパナソ
ニック株式会社の業務執行者でありまし
た。当社と同社との間には、仕入・売上取
引があり、その取引額は直近事業年度に
おける当社連結売上高の２％未満であり
ます。

なお同氏は株式会社あさひの社外取締役
（監査等委員）とライオン株式会社の社外
監査役を兼任しておりますが、当社と同社
との間では特別な利害関係はありませ
ん。

そのため、一般株主と利益相反の生じる
おそれはないと判断しております。

鈴木敦子氏は、これまで他社においてダイバー
シティの推進やCSR方針の策定及びESG戦略
の推進を経験されるなど、企業の社会性を高
める戦略的CSR/ESGを構築するための幅広い
見識と豊富な経験を有しております。業務執行
を行う経営陣から独立した立場で取締役会に
おいて積極的にご発言いただくことにより、CSR
活動を企業経営に結びつけ、当社グループの
コーポレート・ガバナンスの一層の強化が期待
できると判断しております。

津田　佳典 ○ ○

適合項目に該当事項はありません。

なお、津田佳典氏は第一稀元素化学工業
株式会社の社外監査役を兼任しておりま
すが、当社と同社との間で特別な利害関
係はありません。

津田佳典氏は、公認会計士として培われた専
門的な知識及び職業倫理、他社の社外監査役
としての豊富な経験を有しており、社外取締役
（監査等委員）として客観的・中立的立場から、
取締役会における議案の審議等につき、有益
な助言や適切な監査・監督を行っていただける
と判断しております。

中務　尚子 ○ ○

中務尚子氏は、当社が業務を委嘱する弁
護士法人中央総合法律事務所に所属して
おり、同氏以外の弁護士より必要に応じて
法律上のアドバイスを受けておりますが、
当社が同法人に支払う年間顧問料は10
百万円未満であります。

なお同氏は、SPK株式会社及びナカバヤ
シ株式会社の社外取締役（監査等委員）
を兼任しておりますが、当社と同社との間
で特別な利害関係はありません。

そのため、一般株主と利益相反の生じる
おそれはないと判断しております。

中務尚子氏は、弁護士として培われた専門的
な知識及び職業倫理、他社の社外取締役（監
査等委員）としての豊富な経験と高い見識に基
づき、取締役の業務執行の適法性・妥当性に
ついて監督的役割を担っていただけると判断し
ております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務遂行を支援すべき使用人として「監査等委員会スタッフ」を設置しております。なお、監査等委員会
の職務を補助すべき取締役は置いておりません。

監査等委員会スタッフは、組織上、監査等委員でない取締役の指揮命令を受けず、執行部門からの独立性と監査等委員会スタッフに対する監査
等委員会の指示の実行性を確保しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、内部監査部より内部監査の状況について随時報告を受けるとともに、会計監査人とは、各決算における監査及びレビューの際
に実施される監査報告会等において、監査状況の報告を受け、重要な会計に関する検討課題について意見交換、検討を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する

任意の委員会の有無
あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性



委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 2 4 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 6 0 2 4 0 0
社外取
締役

補足説明

当社は取締役等の指名と報酬に関して、取締役会の独立性・客観性をさらに強化し、説明責任を果たすため2021年11月10日付けで取締役会の
任意の諮問機関である指名・報酬委員会（以下「本委員会」といいます。）を設置しました。本委員会は、取締役会の決議によって選任された３名
以上の取締役で構成し、その過半数は独立社外取締役としております。なお、委員長は独立社外取締役である委員から本委員会の決議により選
定しております。

指名・報酬委員会の詳細は本報告書の「Ⅰ.１.【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】（補充原則４－10－１）」に記載しておりま
す。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社の取締役の報酬等は、定額の「固定報酬」と業績等により支給額が変動する「業績連動報酬」によって構成されており、取締役（監査等委員
である取締役及び社外取締役である者を除く。）の報酬の支給割合は、同業他社等の水準を踏まえて、連結経常利益基準値100％達成の場合、
概ね「固定報酬60％」、「業績連動報酬40％(うち金銭報酬約8割、非金銭報酬約2割）」としております。

ⅰ）固定報酬

◇「定例報酬」（金銭報酬）

「基本報酬」、「代表報酬」、「取締役報酬」、「職務報酬」から成り、取締役内規及び執行役員規則に役位別の基準を定めております。

定例報酬は、毎月一定の時期に支給しております。

ⅱ）業績連動報酬

当社の業績連動報酬は、事業年度ごとの会社の業績に連動する「賞与」（短期インセンティブ報酬）と３事業年度ごとの期間中の会社の業績等の
目標指数に応じて役員退任後に当社株式等を支給する「株式報酬」（中長期インセンティブ報酬）で構成されます。

当社は、業績連動報酬に係る指標は「連結経常利益」を選択しており、当社グループの総合的な収益力を評価軸とすることで、当社役員の経営全
般への貢献度が測定可能となることから、当該指標を採用しております。

◇「賞与」（金銭報酬）

連結経常利益を指標とし、当期の業績目標の達成度合いに応じて、取締役内規に定める「利益基準額（連結）」をベースに支給額を決定しており
ます。当該報酬の支給時期は毎年一定の時期としております。なお、社外取締役には「賞与」の支給はありません。

◇「株式報酬」（非金銭報酬）

当該報酬制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役である
者を除く。）に対して、当社の役員株式給付規程に定める連結経常利益の目標達成度等に従って、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額
相当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度となります。

なお、取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役である者を除く。）が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として退任時となります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

事業報告及び有価証券報告書において、取締役及び社外取締役の区分別にそれぞれについて人数と報酬の種類別額及び報酬総額を開示いた
します。また、報酬総額が１億円以上の取締役については、有価証券報告書に記載いたします。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

◇報酬等の決定に関する基本方針

当社の取締役の報酬等は、さらなる企業価値の向上を経営上の重要課題と位置づけ、企業価値の向上に資するものであるべきと考え、短期的な
視点だけではなく中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高める報酬制度とすることを基本方針としております。

取締役の報酬等は、定額の「固定報酬」と業績等により支給額が変動する「業績連動報酬」を適切に組み合わせることにより、有能な人材の確保
及び企業価値向上のインセンティブの生成を実現し、さらなる企業価値の向上を図る報酬制度の構築を目指しております。

なお、当社の役員の報酬等の額の決定過程において取締役会は、会社の業績、事業規模等の様々な要因を踏まえ、役員の報酬等の決定方針
並びにその手順について定めております。

◇報酬等の決定方針に関する事項

（取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法）

上記基本方針を踏まえて、取締役の個人別の報酬等の決定方針を、2021年２月10日開催の取締役会において決議しております。

（決定方針の内容の概要）

役職ごとの方針

当社は、各役員の責任や役割等に対する成果に報いるため、各役員の責任や役割等に応じて、職位別に一定の基準を設けており、同一の職位
であっても前年度の実績等に応じて、一定の範囲で昇給が可能な仕組みとしております。

なお、社外取締役につきましては、昇給枠のある報酬は支給しておりません。

◇決定方法等

当社は、2016年６月24日開催の第70回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額を年額720百万円以内
（定款で定める取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は15名、当該株主総会終結時点の員数は９名）とし、監査等委員である取締役
の報酬限度額を年額90百万円以内（定款で定める監査等委員である取締役の員数は５名、当該株主総会終結時点の員数３名）と決議いただい
ております。

また、上記決議とは別枠として、2019年６月26日開催の第73回定時株主総会において、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役
である者を除く。当該株主総会終結時点の員数５名）及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入することを決
議いただいております。なお、当該報酬は３事業年度分の上限として300百万円（うち、取締役分として130百万円）としております。さらに、2021年６
月24日開催の第75回定時株主総会において、当該報酬の１事業年度分の上限として、125,000株（うち、取締役分として54,000株）と決議いただい
ております。

◇取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限は、株主総会で決議された
報酬限度額の範囲内であることを条件に取締役会が有しております。取締役会は、取締役内規及び執行役員規則において、職位別に設けられた
一定の基準の範囲内で、会社の業績や取締役個人の成果等を評価して、個別の報酬額を算定することを、代表取締役社長　長尾雄次に委ねて
おります。当該権限を委任した理由は、当社グループ全体の業績を俯瞰的に見た上で、各役員の責任や役割等の評価を行うのは代表取締役社
長が最も適していると判断したためであります。

当該算定方法、算定結果等については、社外取締役２名を含む監査等委員会に報告しており、監査等委員会はその妥当性を確認しております。

なお、監査等委員である取締役の報酬は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内であることを条件に、監査等委員の協議で、それぞれ個別
の報酬額を決定しております。

◇当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

取締役会は、上記のとおり取締役個人の報酬額の決定を代表取締役社長に委任しておりますが、その算定方法、算定結果等については、監査
等委員会に報告しております。監査等委員会においては、報酬額の算定方法等を確認し、それぞれの役割と職責、業績等にふさわしい水準となっ
ているか検討し、相当であると判断しております。取締役会は、監査等委員会の検討結果を尊重しており、決定方針に沿うものであると判断してお
ります。

【社外取締役のサポート体制】

当社は社外取締役をサポートする体制として、社外取締役が取締役会における決議案件や重要な報告事項を十分に理解した上で、適切な発言
や行動ができるよう経営企画部長が担当窓口となり適時適切な情報交換を行い、かつ取締役会における議案や報告事項等について事前に詳細
説明をすることにしております。また、社外取締役の職務の実効性を確保する観点から、必要に応じて該当する部門との連携が可能な体制として
おります。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】



元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

当社は、経営者としての経験に基づく助言等の提供を受けるため、取締役会決議により取締役を退任した者を相談役・顧問等に選任することがあ
ります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

◇当社は、取締役会の経営の監督機能の強化や意思決定の迅速化等を図るために、監査等委員会設置会社を採用しており、監査等委員である
取締役３名（うち社外取締役は２名）からなる監査等委員会が取締役会の職務執行の監査・監督に努めております。

ⅰ　取締役会

取締役会は、毎月開催される取締役会において、経営の重要事項に関する意思決定及び業務執行の監督を行っております。

取締役会の監督機能の実効性を確保するため、原則として当社の取締役の３分の１以上を独立社外取締役とすることとし、2021年12月17日現在
での取締役（監査等委員である取締役を含む。）の員数は10名、そのうち社外取締役は４名（うち、監査等委員である社外取締役は２名）となって
おります。

なお、会社法第399条の13第６項の規定により、取締役会は、一部の重要な業務執行の決定を代表取締役、取締役兼務執行役員、常務以上の役
付執行役員及び執行役員である各事業部長により構成される経営戦略会議の決定を経ることを条件として代表取締役社長に委任しており、重要
度の高い事項についての取締役会における審議の充実及び監督機能の強化を図るとともに、その他の事項について、代表取締役社長による意
思決定の迅速化を図っております。

また、経営戦略会議での決定事項は、取締役会において網羅的に報告を受ける体制をとっており、社外取締役及び監査等委員会の監査・監督機
能を確保しております。

ⅱ　監査等委員会

監査等委員会は、毎月開催される取締役会への出席及び委員会としての監査活動を通じて、取締役の職務執行の適法性及び意思決定、経営判
断の妥当性・適切性について監査・監督を行っております。

ⅲ　指名・報酬委員会

指名・報酬委員会(以下「本委員会」といいます。）は、取締役等の指名・報酬に関する事項について審議し、取締役会に答申を行っております。本
委員会は取締役会の決議によって選任された３名以上の取締役で構成し、その過半数は独立社外取締役としております。また、委員長は独立社
外取締役である委員から本委員会の決議により選定しております。

なお、本委員会は法令に基づく委員会ではございません。

ⅳ　会計監査人

当社は、会社法の規定に基づく会計監査人監査、金融商品取引法の規定に基づく財務諸表監査及び内部統制監査並びに四半期レビュー業務に
有限責任監査法人トーマツを起用しております。

ⅴ　業務執行体制

当社は、経営の監督（モニタリング）と業務執行（マネジメント）の役割と責任を分離することで経営の機動性を高めることを目的として、執行役員制
度を導入しております。

2021年12月17日現在での執行役員の員数は24名（うち５名は取締役が兼務）となっております。

当社の主要な業務執行機関は以下のとおりであります。

・経営戦略会議

当社の経営方針・経営目標等の定めに則って、会社の基本的又は重要な業務執行事項（取締役会決議事項は除く）を協議・決定しており、代表取
締役、取締役兼務執行役員、常務以上の役付執行役員及び執行役員である各事業部長が出席しております。

・経営会議

業務執行に係る報告や情報交換等を行うための会議体として毎月開催され、全執行役員（執行役員を兼務する取締役を含む。）と常勤監査等委
員が出席しております。

・執行役員会

執行役員間の業況報告、情報交換、連絡等を円滑にし、全社経営計画の遂行を補助するとともに、取締役会又は経営戦略会議の諮問に応じて、
重要な経営課題についての審議や業務執行に関する検討・討議を行う会議体として毎月開催しております。

※各機関の構成員の詳細につきましては有価証券報告書に記載しております。

◇監査等委員会は、３名（うち社外監査等委員２名）で構成されており、毎月開催される取締役会において、経営に対する監視と監査機能を果たし
ております。

◇内部監査については、代表取締役直轄の内部監査部（５名）を配置し、各事業部門及び国内外の関係会社について、年次の内部監査計画に基
づく監査を実施し、業務執行の適正性及び経営の妥当性、効率性等の観点から業務改善の具体的な提言を行い、内部統制の確立を図っており
ます。



◇当社は、会社法の規定に基づく会計監査人監査、金融商品取引法の規定に基づく財務諸表監査及び内部統制監査並びに四半期レビュー業務
に有限責任監査法人トーマツを起用しております。なお、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社との間には、特
別な利害関係はありません。当社は、同監査法人と監査契約を締結し、それに基づき報酬を支払っており、同監査法人との継続監査期間は14年
であります。

なお、2021年３月期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下の通りであります。

【業務を執行した公認会計士の氏名】

　　指定有限責任社員　　業務執行社員　　　後藤　紳太郎

　　指定有限責任社員　　業務執行社員　　　矢野　直

【会計監査業務に係る補助者の構成】

　　公認会計士・・・８名　　　その他・・・18名

◇取締役（監査等委員である者を除く。）の選解任については、その業績評価等を踏まえ、取締役が同候補者を取締役会に答申し、取締役会にお
いて決定しております。なお、新任取締役の選任においては、取締役会からの諮問を受けて指名・報酬委員会で事前に形成された意見を踏まえ
て、取締役会で決定しております。

◇取締役（監査等委員）の選解任については、取締役が同候補者を監査等委員会に答申し、監査等委員会の同意を得た上で、取締役会において
決定しております。

◇執行役員の選解任については、その業績評価等を踏まえ、取締役及び執行役員が同候補者を取締役会に答申し、取締役会において決定して
おります。

◇当社は、業務執行を行わない取締役と、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し
ております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。当該責任限定が認めれるのは、当該業務執行を行わ
ない取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。なお、過去監査役であった者の一部につ
いては監査役在任時に同様の責任限定契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

以下の諸施策を講じることにより、「取締役会による経営の監督機能の強化と透明性の確保」と「業務執行権限の拡大と競争力の強化」を両立し、
企業価値のさらなる向上が実現されるものと判断し、当該体制を採用しております。

（取締役会による経営の監督機能の強化と透明性の確保）

・４名の社外取締役設置による取締役会の監督機能の充実と経営の透明性及び客観性の向上

・２名の社外取締役を含む監査等委員会の設置による監査・監督機能の充実

・監査等委員会と内部監査部門、会計監査人との連携による監査の実効性向上

・監査等委員会と代表取締役との定期会合による相互の意思疎通強化

・社外取締役が自身の経験を十分に活かすための適切な機会の提供

・社外取締役が会社を理解するための十分な機会の提供

・社外取締役が取締役会以外の場で監督機能を十分に発揮するための適切な機会の提供

（業務執行権限の拡大と競争力の強化）

・会社法第399条の13第６項の規定に基づく取締役への業務執行権限の委譲

・執行役員制度導入による監督と執行の分離

・３層構造の業務執行機関の役割の明確化による情報共有強化と事前審議徹底



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
株主総会招集通知を、原則株主総会の３週間前を目安として早期に発送を実施しており
ます。また、株主の皆様への早期情報開示の観点から、当社及び東京証券取引所のウェ
ブサイトにて発送前に招集通知を開示しております。

集中日を回避した株主総会の設定 最も集中すると予想される日以外の日に開催しております。

電磁的方法による議決権の行使 2017年６月開催の第71回定時株主総会から議決権行使の電子化を実施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2020年６月開催の第74回定時株主総会から議決権電子行使プラットフォームに参加して
おります。

招集通知（要約）の英文での提供
2017年６月開催の第71回定時株主総会から招集通知（要約）の英文での作成を行い、当
社及び東京証券取引所のウェブサイトにて開示を実施しております。

その他 総会閉会後、引き続き経営方針・経営計画等の説明会を原則実施しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

「IR基本方針」及び「IR情報開示方針」において、ステークホルダーに対して企
業情報を積極的に公正に開示し、透明性の確保に努める旨を定めておりま
す。

なお、「IR基本方針」及び「IR情報開示方針」は、当社ホームページで開示して
います。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算説明会を、原則年２回実施することにしております。 あり

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページの【投資家の方へ】に、各種情報を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画部　広報・ＩＲ室を、担当部署として設置しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

『山善グループ企業行動憲章』を制定し、その順守につとめております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社は、生産財と消費財の専門商社でありビジネスを通じて環境への取組みを推進してお
ります。なかでも、環境負荷を低減する「環境優良商品」の販売に力を入れており、各地域
で環境展、環境セミナー、環境スクールを実施しております。これらの活動につきましては、
当社ホームページに掲載しております。また、コンプライアンス重視の経営を実践するとと
もに、企業の社会的責任の重要性を厳粛に受け止め、ＣＳＲへの取り組みを推進しており
ます。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、グローバル化・多様化する経営環境の中で、内部統制とコンプライアンスを経営上の重要課題として受け止め、経営の公正性と透明性を
高めるため、「内部統制委員会」を設置し、また、「広く社会から信頼され、期待され、支持される事業体」であるためには、ＣＳＲ活動の積極的・継
続的な取り組みが不可欠であるとし、この方針の徹底・浸透に向けた活動を具体的かつ効果的に展開するため、「コンプライアンス委員会」を設置
しております。

なお、その整備状況は以下のとおりであります。

１．当社及び当社の子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

◇経営上のリスクとその網羅性を加味し、取締役の職務分担をより明確にし、職務（責任）を執行する上で必要な権限を定めております。

◇会社法第399条の13第６項の規定により、取締役会は、一部の重要な業務執行の決定を代表取締役、取締役兼務執行役員、常務以上の役付
執行役員、及び執行役員である各事業部長により構成される経営戦略会議の決定を経ることを条件として代表取締役社長に委任しており、重要
度の高い事項についての取締役会における審議の充実及び監督機能の強化を図るとともに、その他の事項について、代表取締役社長による意
思決定の迅速化を図っております。

◇経営会議及び執行役員会、各種委員会において、重要案件の事前審議を行い、取締役の迅速かつ適正な意思決定を促進しております。

２．当社及び当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

◇会社内に存在する重要なリスクの洗い出しと、その回避又は低減については、職務分掌・業務フロー・業務上のルール（統制方法）を定めた上
で、すべて規程として整備（文書化）し、重要なプロセスが、この規程に基づいて行われる体制を築いております。

◇ＣＳＲ活動を推進するため、事務局である当社の経営企画部がリスクの管理を総合的に行うとともに、リスクマネジメントの遂行を統制しておりま
す。また、当該活動に関しては、内部統制委員会が独立的立場からその有効性を評価するとともに、コンプライアンス委員会がリスクの顕在化防
止あるいは低減に向けた具体的かつ効果的な活動を行っております。

３．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

◇文書管理規程その他の社内規程に基づき、当社の取締役の職務の執行に係る情報を保存・管理し、取締役が随時閲覧できる体制をとっており
ます。

４．当社の子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

◇当社は、子会社に対し、社内規程に基づいて、当該子会社の営業成績、財務状況その他重要な情報について、当社への定期的な報告を求め
ております。

５．当社の子会社の業務の適正を確保するための体制

◇当社の子会社においても、各子会社の置かれた環境・企業規模を踏まえ、役員派遣に関する事項・権限（当社と各子会社の権限分配）・業務報
告・文書保管・内部監査・危機管理・教育の各項目に関して、当社と共同で業務の適正を確保するための体制（仕組み）を構築しております。

６．当社及び当社の子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

◇企業の社会的責任の重要性を厳粛に受け止め、ＣＳＲ活動の推進体制を整備するとともに、コンプライアンスを経営の重要課題と位置付け、
『山善グループ企業行動憲章』を制定しております。

◇法令順守及び企業倫理の徹底について、教育・研修の充実を図っております。また、『山善グループ企業行動憲章』を従業員に対する行動規範
として位置付け、これを周知徹底するため、計画的な啓発に努めております。

◇企業内不祥事の発生を抑止するため社内通報窓口（内部通報に関する制度）を設置し、正当な理由に基づく内部通報者の保護に努めるととも
に企業倫理の徹底を図っております。

◇以上の活動に関し、内部統制委員会が独立的立場からその有効性を評価するとともに、コンプライアンス委員会がリスクの顕在化防止あるい
は低減に向けた具体的かつ効果的な活動を行っております。

７．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項

◇監査等委員会の職務を補助するため、一定の知識・経験を有するスタッフ（監査等委員会スタッフ）を複数名置くものとしております。

８．前号の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である者を除く。）からの独立性に関する事項並びに監査等委員会の当該取締役及び使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

◇監査等委員会スタッフの人事に関する事項は、監査等委員会の同意を要するものとしております。

◇監査等委員会スタッフの職務は、監査等委員会の指揮の下で行われるものとしております。

９．当社の取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制並びにその他の監査等委員会への報告に
関する体制

◇当社の取締役（監査等委員である者を除く。）及び使用人、並びに子会社の取締役、監査役、その他これらの者に相当する者及び使用人又はこ
れらの者から報告を受けた者が、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実又は法令及び定款に違反する事実を把握したときは、社内規程に
基づき、直ちに当該事実を当社の監査等委員会に報告するものとしております。

10．前号の報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

◇当社は、社内規程において、経営陣から独立した窓口の設置、情報提供者の秘匿及び当該通報をしたこと自体による解雇その他の不利益扱
いの禁止を明記しております。

11．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該
職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

◇当社は、監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。以下この項において同じ。）について、当社に対し、
費用の前払い等を請求したときは、担当部署において審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要ないと認
められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理することとしております。

12．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

◇定期的に代表取締役と監査等委員会との会合をもち、会社の経営方針を確認するとともに、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほ



か、監査等委員会監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、相互の意思疎通を図ることとしております。

◇監査等委員会は、内部監査部との適切な連携関係を維持するとともに、会計監査人との定期的な会合を行うなど、相互の認識を共有、深化す
べく努めるものとしております。

◇監査等委員会が必要と認めた場合、監査等委員が経営会議その他の重要な会議に出席できるものとするほか、会議の議事録、各種報告書、
決裁書類等を監査等委員が適時かつ容易に閲覧しうる体制を保持するものとしております。

◇法令に基づく重要な開示書類については、全て開示前に監査等委員会への報告及び閲覧を要すものとしております。

13．財務報告の信頼性を確保するための体制

◇財務報告の信頼性及び適正性を確保するため、金融商品取引法の定めに従い、内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制シ
ステムの構築を行っております。システムの運用にあたっては、内部統制委員会を設置し、その信頼性・適切性の合理的な担保のため、内部監査
を担う内部監査部と連携し、整備・運用状況の有効性評価を行っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

◇当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を阻害するような反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨むこ
とを基本方針としております。

◇この基本方針を、コンプライアンスの基本概念として定めた当社の行動規範、『山善グループ企業行動憲章』に明記し、ガイドブックを作成の上、
当社グループ社員全員に配布・周知しております。

◇当社は、大阪府企業防衛連合協議会に所属し、指導を受けるとともに情報の共有化を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社は会社情報の開示に際し、その情報の適時・適確性を公正な観点から検証・統制し、当社の社会的責任を情報開示の側面から果たすことに

努めております。また、取締役会配下に「情報開示委員会」を設置し、開示する情報内容の品質向上や情報管理の強化を図っております。

１．【法定事実等に関する情報】

◇資本金の減少、株式分割、固定資産の譲渡等々、適時開示規則上、開示対象となる法定事実等に関する事項が、取締役会において決議され

るときは、事前に当該開示事案を受け持つ常任委員又は所管部署より委員長に報告（付議）し、情報開示委員会を開催いたします。

◇付議された開示事案に対し、作成手続きの適正性、情報の安全性、表現の適切性、情報開示手段を検証し、その結果を議事録として文書化し

た上で、情報開示委員会の補足意見として取締役会に報告いたします。

◇開示事案が取締役会にて決議されたときは、直ちにその内容を開示いたします。

２．【発生事実等に関する情報】

◇国内外を問わずグループ内の事業所において、災害による損失や重要な取引先の変化などの緊急事態が発生した場合など、適時開示規則
上、開示対象に該当する事実又は該当する可能性がある事実が発生したときは、各事業所及び各子会社の責任者（危機管理委員会含む）は、遅
滞なく当該事案を職務分掌とする常任委員又は所管部署に報告を行うものとし、常任委員又は所管部署は直ちに委員長に報告（付議）し、情報開
示委員会を開催いたします。

◇付議された事案に対し、開示すべき事項であると判断したときは、その結果を議事録として文書化し、開示資料を作成した上で、代表取締役

（ＣＥＯ）に報告し、直ちにその内容を開示いたします。

３．【決算に関する情報】

◇決算に関する情報については、財務経理部を中心に決算書類を作成し、情報開示委員会の検証、会計監査人及び監査等委員会による監査を
受けた後、決算に関する取締役会においてこれを承認し、直ちにその内容を開示いたします。

４．【ＩＲ及びその他の情報】

◇投資家の投資判断や市場評価に影響を与える可能性がある情報をいい、法定開示情報を含み、当社の事業内容及び企業特性、戦略など理

解促進のための開示情報を指し、情報開示委員会の検証の上、直ちにその内容を開示いたします。



内部統制システムの概要を含むコーポレート・ガバナンス体制について 
 

 

 



現在の当社における
地位

氏名 経営全般
営業

マーケティング
グローバル 財務　会計

法務
リスクマネジメント

人事　人材開発
ESG

サステナビリティ

1 代表取締役社長 　長尾 雄次 〇 〇 〇 〇 〇

2 代表取締役 　佐々木 公久 〇 〇 〇

3 取締役 　山添 正道 〇 〇 〇 〇 〇

4 取締役 　合志 健治 〇 〇 〇

5 取締役 　岸田 貢司 〇 〇 〇

6 社外取締役 　井関 博文 〇 〇 〇 〇

7 社外取締役 　鈴木 敦子 〇 〇

8
取締役
常勤監査等委員

　村井 諭 〇 〇 〇

9
社外取締役
監査等委員

　津田 佳典 〇 〇

10
社外取締役
監査等委員

　中務 尚子 〇 〇

※ 各人が有する全ての知見を表すものではありません。

取締役のスキル・マトリックス

スキル（知識・経験・能力等）

取締役会は、当社の経営理念である「人づくりの経営」「切拓く経営」「信頼の経営」に基づき重要な意思決定及び業務執行の監督を実効的に果たす為に、
変化対応力を有し、且つ当社の経営戦略に照らして必要と考えられる多様な知識、経験、能力などを有する取締役で構成しております。


